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論文要旨 
特別養護老人ホーム入所初期における家族のゆらぎと 
成人学習理論に基づいた家族支援プログラムの開発 
千葉大学大学院看護学研究科 
高齢社会実践看護学教育研究分野 
岡安 誠子 
1．緒言 
わが国では，将来的な後期高齢者人口増加が推計されており，高齢者人口は団塊の世
代が  65 歳以上となる 2015 年には  3,395 万人に達し，更にその世代が 10 年後となる 2025
年には後期高齢者へと移行していく．75 歳以上では要支援者・要介護者ともに認定を受
ける人の割合は大きく上昇する（内閣府，2016）．後期高齢者では介護者自身も高齢者化，
家族規模の狭小化から特定の家族による介護に頼らざるを得ない状況もある．現役世代
の介護による離職の問題も認知され，特別養護老人ホームなど介護施設需要の更なる拡
大が推察される．  
 施設の家族は，入所者を介護施設に入所させることで家族の健康状態は向上し，緊張
感や介護の過剰な負担が軽減され（Zarit et al，1992），安堵を得ている（Fink et al， 
1995；Kellet,1999）と報告されている．しかし一方で，施設の家族介護者と在宅の家族
介護者では，抑うつ症状と身体の不調の訴えという点では違いはないとの報告もある
（Stephens et al,1991）． Dellasega et al（1995）は，周りの人々に決断の正当性を
認めてもらうことが，入所後の適応期に待ち受ける情緒の不安を乗り越え，家族が役割
を再構築するのに重要だと述べ，Rodgers（1995）も高齢者の入所後に家族介護者が「正
しいこと」をしたのかどうかの不安の中にあることを指摘している． 
以上のことから，家族は介護の必要となった高齢家族員の施設入所において，家族は
施設入所後も自分の下した決断の正当性を繰り返し問い続け「ゆらぎ」の中にあること
が推察される．このことから，施設ケアの質の確保に加え，家族の心情を理解した入所
初期からの介入も必要となってくると考えた． 
2．研究の目的 
本研究は，特別養護老人ホーム入所初期において，入所者家族にゆらぎをもたらす事
象を予測した家族参加型の家族支援プログラムを開発し，その有用性について検証する
ことを目的とした．  
3．研究の構成 
本研究では，「ゆらぎ」と成人教育・成人学習理論に基づいた特別養護老人ホーム入所
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初期における家族支援プログラムし，その有用性と実行可能性を検証するために次の研
究を段階的に実施した． 
【研究 1】特別養護老人ホーム入所初期における家族支援プログラムの開発 
【研究 2】特別養護老人ホーム入所初期における家族支援プログラムの展開と有用性の
検証 
【研究 3】特別養護老人ホーム入所初期における家族支援プログラムの実行可能性の検
証 
4．研究方法 
1）プログラム開発
【研究 1】では，「ゆらぎ」をもたらす事象として先行研究から明らかになっている『施
設ケアへの移行時の課題』，及び今後欠くことのできない『看取りケアに関する意思決定』
の 2 つを中心的テーマとし，学習者として家族が主体となるプログラムを開発すること
を目指した．プログラムは，成人学習理論の文献を基づいて構成し，研究者の既存研究
データの山浦（2012）による質的統合法（KJ 法）による再分析および文献，ガイドライ
ンを分析しテーマに関する既存の学習資料とファシリテーター倫理的態度指針および教
育的介入指針を検討し，プログラム実施要項を作成した．成人学習理論の観点から，プ
ログラムのアウトカムは参加者の『パースペクティブの変容』および『施設ケアにおけ
る意向』の明示とした． 
2）研究対象
【研究 2】の対象者は，全国的にみても高齢化率の高い A 県にある 2 つの市に所在し，
協力の得られた 3 つの特別養護老人ホームに入所する高齢者の家族とした．本研究で開
発したプログラムは，入所初期の家族を対象としたプログラムであることから，対象者
は入所して比較的新しく，研究を依頼した時点で 1 年未満の入所者家族とした． 
【研究 3】の対象者は，【研究 2】の特別養護老人ホーム入所初期における家族支援プ
ログラムの実践と有用性の検証に参加した施設看護師 3 名を対象とした．
3）プログラム展開
プログラムは全 2 回で，1 回目と 2 回目のプログラム日程は原則 2～3 週間とし，【研
究 1】で作成した家族支援プログラム実施要項に基づき展開した．施設看護師の同席は，
施設側の事情に合わせて依頼を行った．プログラム終了後の評価のため，一定時間は同
席して貰えるよう依頼した．施設 a では 2 回目の全プロセス，施設ｂでは 1 回目および
2回目両日の全プロセス，施設 cでは 1回目・2回目両日の後半に施設看護師が同席した．
施設看護師には，話合いの中で必要な情報の提供，ファシリテーターからの問いなどに
対して回答して貰えるよう依頼した． 
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4）データ収集 
【研究 2】では，プログラム前・中・後の全過程において，対象者の承諾を得て IC レ
コーダによりプログラム内の会話内容を記録した． 
【研究 3】では，全 2 回のプログラム終了後，プログラムに参加した施設看護師に半
構成的インタビューを実施した．今回の研究では，プログラムの展開を実際には施設看
護師ではなく研究者が行ったことから，研究者と共にプログラムに参加する中で，自分
が展開すると置き換えた時の実用的な手順での課題について意見を求めた． 
5）分析方法 
 【研究 2】では，プログラム前・中・後の各家族の会話を逐語録に起こし，プログラ
ムの展開プロセスに沿って『パースペクティブの変容』および『施設ケアにおける意向』
に着目し，内容分析を実施した． 
 【研究 3】では，プログラム終了後のインタビューを録音したデータを逐語録に起こ
し，施設看護師自身がプログラムを展開しようとした場合の実用的な手順における課題
という観点から逐語録の内容分析を行い実行可能性の検証を行った． 
6）倫理的配慮 
依頼の際には，研究の目的・方法，参加の任意性など倫理的配慮などについて文書で
送付した．研究参加の可否については郵送，ＦＡＸあるいはＥメールによる回答いた
だくよう依頼した．また，資料送付後に電話で連絡し，研究者が施設を訪問して口頭
でも説明した．十分に説明した後，研究協力の同意書を得た． 千葉大学大学院看護学
研究科研究倫理審査委員会による研究計画の承認を得て開始した（承認番号：27-121）． 
 
5．結果 
【研究 2】の対象者は 3 施設 6 名であったが，1 名は説明と事前調査の後に研究への参
加を辞退したため，最後まで一連のプログラムに参加した家族は 3 施設 5 名であった．
参加家族の募集については，施設 a および施設 b は施設側の選出によった．施設 c は，
施設の協力を得て該当する家族に依頼書を郵送し，返送のあった 9 名のうち 1 名から協
力の申し出があった．参加家族は何れも女性で，入所者との続き柄は妻 2 名，娘 1 名，
嫁 2 名であった．年齢は， 70 歳代 3 名，60 歳代 1 名，50 歳代 1 名であった．本プログ
ラムでは，プログラムの目標として『パースペクティブの変容』および『施設ケアへの
意向』の明示を挙げていた．このことから，本研究の対象者となった 5 名について分析
したところ，1 名を除く全ての家族において，プログラム前からプログラム後にかけた
語りの内容から，『パースペクティブの変容』をみることができた．プログラム前からプ
ログラム後にかけて実質的なケアへの意向などに変化が見られていない場合にも，自身
の過去の経験を照らして結論を導くなどの内省が行われていた．一連のプログラムを経
て，様々な表現ではあるものの『施設ケアへの意向』について明確化され表明されてい
た． 
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【研究 3】の対象者である看護師の経験年数は 15 年から 30 年，特別養護老人ホーム
勤務の経験年数は，何れも 10 年以上であった．実用的な手順についてデータを分析した
結果，【対象者の理解度の差異】への対応，【適切な実施のタイミング】の明確化，【実施
後の評価のあり方】の提示などにおいて，何れもプログラムとして設定が曖昧で，第三
者の展開には未だ難があることが明らかとなった． 
 
6．考察 
特別養護老人ホームなどの長期ケア施設の家族支援おいて，家族の参画に向けた方策
の必要性は求められながら（Koplow et al,2015），実際の支援に関する研究は少なく，
学習支援によって家族の参画を促すものはこれまで見られない．【研究 1】において，家
族を学習者と捉えた主体的な学びに着目し，施設入所に伴う「ゆらぎ」に関連した課題
をテーマに成人教育・成人学習理論を用いて家族支援のプログラムとした点に本研究の
独自性があると考える．また，国内外に成人教育・成人学習理論を看護学に用いた報告
はあるが，看護師の継続教育の他，看護実践では慢性疾患のセルフケアなどへの活用が
中心となってきた．本プログラムでは，対象者であった参加家族の「パースペクティブ
の変容」といった内的発展に向け，プログラム内で家族に状況の把握，或いは既存の価
値の振り返りなど主体的な思考を促した．この対象者の主体的な学びを促進するため，
本研究では成人学習理論をプログラム理念と方法論に位置づけた．【研究 2】において本
プログラムを展開した結果，パースペクティブを参照，或いは変容させ，施設ケアに対
する自分なりの意向を表明し，更に実際の支援に向け行動している家族もあった．この
結果は，家族のエンパワーメントとも捉えることができ，成人学習者が目指すべき到達
目標ともプログラムのアウトカムとしても合致していたと考える． 
以上のことから，成人学習理論を用い家族自身が主体性をもって施設ケアにおける課
題に向き合い，自らの意向を明確化するプログラムである点で特徴的といえる．一方で，
介入内容についてはプログラムの実施要領である程度示したが，第三者が実際に活用す
るための介入方法の具体的明示までには至らなかった．しかし，家族などが自らの意向
の明確化するための支援に向けた示唆を与えている． 
 
7．本研究の限界と今後の課題 
 本研究の限界は，調査における対象のサンプリングの数および方法に課題があった点
である．調査では，特別養護老人ホームに家族が入所して依頼時に 1 年未満の家族であ
ったことのみを条件とし，協力施設に対象者の選定を委ねた．これは，1 年未満の家族
が多くはないことが予測されたことによった．結果として対象者の性別と年齢にやや偏
りが生じたが，性別で女性ばかりであったことは介護を女性が担うことが多い社会的背
景も影響していると考えられた．また，地域や施設の特性を考慮し対象者の選定を行っ
たが，A 県内の施設のみを調査対象としたことから地域性の影響も否めない．今後，更
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に多様な対象者による検証が必要と考えられた．また，本研究のプログラムの有用性と
実行可能性の検証は，研究者がファシリテーターを担う形で展開した．このことによっ
てプログラム評価にも限界があった． 
 
8．結論 
本研究では，家族にゆらぎをもたらす『施設ケアへの移行時の課題』と『看取りケア
に関する意思決定』をテーマに，成人教育・学習理論に基づく「特別養護老人ホーム入
所初期における家族支援プログラム」を開発し，研究者が実際にそれを展開することで
有用性および実行可能性についての検証を行った．その結果，プログラムの目的として
いた「家族が入所者や自身の価値を振り返り吟味を経て，施設ケアに対する自らの考え
を明確にすること」を支援し得たことが明らかとなった．情報提供と同時に，当事者が
自ら参加して語る場を提供することはさまざまな意思決定などの場面においても重要な
要素であることが示唆された． 
